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18 18開発・保全

1. 洪水等による浸水面積

2. 地すべりの分布

3. 急傾斜地の分布

4. 被害地震と津波

おもな被害地震の震度分布

1.洪水等による浸水面積

近年、洪水等による浸水面積は減少する傾向にある。1963～1967年の5

年間の年平均浸水面積は約20万haであったが、1983～1987年の 5年間の

年平均浸水面積はその3分の1にあたる約 6万haとなった。6万haは、

我が国の低地の面積の約1.2％にあたる。

水害の主な原因は、台風、低気圧、前線などによって発生する大雨や集

中豪雨、地震による津波、台風による高潮などである。近年、浸水面積が

減少しているのは、超大型の台風がなかったことに加えて、気象および水

文の観測、予報、伝達システムや防災施設の整備が進んだことなどによる

ものである。

しかしながら、浸水面積は減少しているものの、低地への市街地の拡大、

都市河川での内水氾濫の増加により、浸水面積あたりの被害額は減少して

いない。

〔凡例と作図の要点〕

浸水面積は1978～1987年の10年間に洪水等によって浸水した土地の市町

村別延面積である。浸水回数は同じ原因によるものを1回として数えた市

町村別の10年間の回数である。

〔主な資料〕

1.建設省,水害統計(昭和53年～昭和62年版)

2.国土庁,防災白書(平成元年版)

2.地すべりの分布

地すべりは、広義には斜面の土塊が下方に移動する現象をいうが、ここ

では、狭義にすべり面を境にその上部がゆっくりと滑動する現象を指し、

急激な移動現象である崩壊とは区別する。

地質との関係をみると、我が国では地すべりは新第三系の分布地域に最

も多く起こる。新潟県、石川県などの日本海側の地すべりはほとんど新第

三系に起こっている。四国地方などの構造帯付近の破砕帯にも地すべりが

多く起こる。また温泉の近くで熱水作用によって岩石が粘土化し、地すべ

りが多く起こる。

地すべりには継続性、反復性があり、地すべりが起こると森林、耕地、

建物や道路などに被害を与えるため、地すべり等防止法(昭和33年法律第

30号)で、地すべリを起こしている場所や、地すべりが起こるおそれの極

めて大きい場所を、地すべり防止区域に指定し、各種の防止対策を講ずる

ように定めている。

〔凡例と作図の要点〕

国指定の地すべり防止区域：地すべり等防止法によって指定された地す

べり地で、農林水産省構造改善局、林野庁、建設省の所管に分かれている。

未指定の地すべリ区域：上記の省庁が調査した地すベリ危険箇所で、地

すべり地形を呈しているなど、地すべりが発生するおそれのある区域。

この図では密集地を除いて1箇所1点で表わした。

〔主な資料〕

1.農林水産省構造改善局,林野庁,建設省資料,1987

2.都道府県資料,1987

3.急傾斜地の分布

我が国では山地、丘陵、台地などが国土の広い範囲を占め、急斜面が多

い。また、梅雨、台風などによる豪雨が毎年のように国土を襲い、各地に

土砂災害をもたらす。自然災害による死者・行方不明者の数のうち、土砂

災害によるものは毎年30～70％を占める。

土砂災害の最も大きな誘因は豪雨である。梅雨、秋雨などの前線性の長

雨などにより地盤が十分に水分を含んだ後、台風や低気圧などによる集中

豪雨によって斜面が崩れることが多い。

近年では市街地の拡大に伴い、急傾斜地の周辺地域でも宅地化が進み、

家の背後に急斜面をかかえるような地区も増えている。これらの地域の安

全を確保するために、1969年に「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律」(昭和44年法律第57号)が制定され、急傾斜地崩壊危険区域を指定

して、急傾斜地とその周辺での危険行為の規制、急傾斜崩壊防止工事の施

行、警戒避難体制の整備などを行うようになった。

〔凡例と作図の要点〕

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」では急傾斜地を傾斜

30°以上の土地としている。

この図では、指定された区域を密集地を除いて1箇所1点で表わした。

〔主な資料〕

1.建設省および都道府県資料,1987

4.被害地震と津波

我が国とその付近には地震が極めて多い。有感地震回数は年間約1000回

を数え、そのうち被害地震が年に数回起こる。

地震は、直接の地震動による建造物などの破壊だけでなく、地震動によ

って誘発される地盤の液状化、山くずれや地すベリ、津波などと電気・ガ

ス・水道などライフラインの破壊や、火災などを引き起こす。

海底に大きな地震が起こると、津波が発生することが多い。また南アメ

リカ沖やアラスカ沖で発生した津波が我が国に被害をもたらすこともある。

三陸海岸のようなリアス式海岸では、津波の高さが湾奥で特に高くなるた

め、大きな被害を受けるおそれがある。

全国8地区の特定観測地域、東海、南関東の2地区の観測強化地域が指

定され、地震予知のための観測、研究が進められている。

〔凡例と作図の要点〕

1984年以前の被害地震の震央位置、発生年、マグニチュードは、宇佐美

(1987)により、それ以後は理科年表によって補った。

津波の来襲地域は渡辺(1985)に基づき、過去に高さ1m以上の津波を記

録した地域(1926年以降の日本周辺および外国の地震によるもの)を表示し

た。

〔主な資料〕

1.宇佐美龍夫,新編日本被害地震総覧,東京大学出版会,1987

2.国立天文台,理科年表(1989),丸善

3.渡辺偉夫.日本被害津波総覧,東京大学出版会,1985

4.おもな被害地震の震度分布

我が国で使われている震度階級は気象庁によって決められたもので、体

感、被害の程度などに基づいている。これによれば震度Ⅴ以上で被害が出

始める。

〔凡例と作図の要点〕

1900年以後において著しい被害をもたらした地震を9つ選び、その震央

と気象庁震度階級による震度分布を表示した。

〔主な資料〕

1.気象庁,地震観測指針(参考編)付図6,本邦における主な被害地震の

震度分布,1968

2.気象庁,技術報告書,No.68,95,106,1969～1984

震度Ⅳ(気象庁震度階級)以上の地震回数

(1956～1987)

30回以上

20～30

10～20

0～10

0

洪水等による浸水面積の累計
(1978～1987)

浸水延べ面積 100km2あたり浸水面積

20万ha

15万ha

10万ha

5万ha

1万ha

10km2以上

5～10

3～5

2～3

1～2

1km2未満

1:14,000,0001:14,000,000

公共土木施設の災害復旧額

(1979～1989)
災害復旧額の

原因別割合
災害1件あたりの

工事費

3000億円

1500億円

750億円

250億円

100億円

1400億円以上

1200～1400

1000～1200

800～1000

600～800

400～600

400億円未満

(水害統計から作成)

(水害統計から作成)

浸水面積は5カ年平均

一般資産には営業停止損失額を含む

一般資産水害密度
一般資産被害額(1985価格)

宅地他浸水面積
被害額.水害密度とも5力年平均

洪水等による浸水面積 水害被害額および水害密度の推移

宅地他

農地

一般資産水害密度

一般資産被害額



18.1

69

洪水等による浸水面積

洪水等による浸水面積

(1978～1987)

10年間の浸水延面積

10年間の浸水回数

都府県界

市町村界および東京都の区界

1:4,000,000

1～3回 4～6回 7回以上

～100 1000～2500500～1000100～500 2500～5000 5000～10000 10000ha以上
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(1987)
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1987年3月末現在

未指定の地すべり区域

地すべりの分布

地すべりの分布

国指定の地すべり防止区域
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急傾斜地の分布

(1987)

1:4,000,000

71

1987年3月末現在

急傾斜地の分布

急傾斜地崩壊危険区域
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被害地震と津波. おもな被害地震の震度分布

被害地震と津波

被害地震の震央分布

発生年

1600年以前

1600年～1925年

1926年以降

6未満 6～7 7～8 8以上

マグニチュード

過去の地震のうち大きな被害をもたらしたもの

過去の津波の来襲地域
(高さ1m以上)

津波

1:6,000,000

おもな被害地震の震度分布

1923.9.1 関東大地震 (M=7.9)

1946.12.21 南海道地震 (M=8.0)

1968.5.16 十勝沖地震 (M=7.9)

1933.3.3 三陸沖地震 (M=8.1)

1948.6.28 福井地震 (M=7.1)

1978.6.12 宮城県沖地震 (M=7.4)

1944.12.7 東南海地震 (M=7.9)

1964.6.16 新潟地震 (M=7.5)

1983.5.26 日本海中部地震 (M=7.7)

1:18,000,000

震度 (気象庁震度階級)

震央

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ
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